
　

　イギリスにおける
郵政改革の実態と課題

Royal Mailの民営化と Post Officeの存続を中心として

Current Conditions and Issues

of the UK Postal Services Reform：
Focusing on the Privatization of Royal Mail

and the Closure of Post Office

野　村　宗　訓 　

The devices of postal services reform are mainly liberalization to

open markets for new entrants and privatization to sell shares of state

owned companies. National postal operators face financial difficulties

after liberalization of the market, but they are designated as universal

service providers.

After the separation of Royal Mail from the Post Office in the

UK, the shares of Royal Mail were sold out, and the operations of

the Post Office were franchised to community shops. The new entrant,

whistl, which is a subsidiary of TNT Group in the Netherlands, began

delivery service in London, Manchester and Liverpool. The market share

of whistl is too low still, but will be increased to 42% by 2017. As the

number of customers has decreased because of e-mail and e-commerce,

the number of Post Offices has been declining since the 1980’s, and

now there are about 11,700. The number of Crown Post Offices is just

350, and the remaining shops are being franchised.

If privatized postal companies intend to develop new markets, they

should search opportunities to make M&A and hire personnel who have

careers in global companies.
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1 はじめに
1980年代以降、世界的に郵政改革が推進されてきたが、その手法としては

次の 2つが含まれる。まず第 1に、郵便事業の法的独占を緩和して、新規参

入者を容認する自由化である。現実に信書以外のビジネス文書やカタログ・雑

誌の他、ネットショッピングによる配達物の増加に伴って、宅配市場が急激に

拡大している。第 2に、独占的地位を保持してきた国有企業の組織を再編成し

て、株式売却を通して民間企業に移行させる民営化である。携帯電話などの機

器の発達と電子メールの急速な普及により、既存国有企業の財務状況が悪化し

たため、その打開策として民営化が活用されている。

郵便事業者が提供するサービスには、各国で固有の業務が含まれているが、

通常は郵便局における窓口業務（カウンター・サービス）と、郵便物の収集・

仕分け・配達が主たる業務である。窓口では切手販売や書留などの郵便業務に

加え、パスポートや自動車免許証の更新など、行政サービスの一部を含んでい

るケースも見られる。また、金融や保険商品を取り扱う事業者もある。広域経

済圏が確立されている欧州では、配達物に国内宛ての小包・宅配のみならず他

国向けの商品も多く含まれ、長距離トラックや飛行機を利用した物流セクター

に発展している事業者も少なくない。

郵便事業は ICT関連の技術革新によってニーズが変化しているため、サー

ビス内容について見直す作業が不可欠である。とりわけ、eコマースやオンラ

イン・バンキングが世界的なレベルで活用されているだけでなく、電子政府の

構想も進展していることを考慮すると、既存郵便事業者は産業融合化を前提と

した戦略を展開しなければならない状況に立たされている。もちろん過度な合

理化による摩擦を回避する方策も求められるが、従来通りの理念に基づく郵政

改革を標榜しているだけではビジネス・チャンスを失うことになる。

本稿では、新規参入者に市場を開放しながら、国有企業の改革を進めている

イギリスに焦点をあてる。まず、Royal Mailの再編成と民営化の動向を把握

した上で、次に配達市場における競争導入の状況を確認する。更に、公的サー

ビスの性格を強く残している窓口業務を行ってきた Post Officeの店舗閉鎖と、

その後の対策について考察する。最後に、イギリスの実態と課題を通して、わ
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が国への示唆を導き出す。

2 イギリス郵政改革の進展

(1) 市場開放と Royal Mailの再編成
イギリスの郵政改革は EU指令に従って自国市場を開放する自由化を推進

してきたが、EU内ではスウェーデンやフィンランドと並んで制度的な面での
自由化達成は早かった。1990年代から段階的に自由化が導入され、2006年 1

月からは全国の戸別配達市場を対象とした完全自由化を実現している。既存郵
便事業者である Royal Mailは「ユニバーサル・サービス・プロバイダー」と
して週 6回の配達を義務付けられているが、新規参入者には制約が課されてい
ない。
自由化と並行して国有企業の株式会社化も進められ、2012年に法的組織は

図 1のように変更された。同年 3月まで、Post Office Limited（以下、Post

Officeと略記）は Royal Mail Group Limited（以下、Royal Mailと略記）の
傘下に置かれていたが、4月から分離され、Royal Mail Holdings plcの直接
の子会社となった。これは将来性の高い Royal Mailの民営化を円滑に進める
ための再編成であった。親会社の株式を保有しているのは、依然として政府で
あるので、Post Officeは政府系企業にあたる。
事業部門の観点から、Royal Mailはイギリス内で書状と小包・宅配を扱う

UK Parcels, International & Letters（UKPIL）と、イギリス以外の欧州にお
いて業務を行う General Logistics Systems（GLS）とに分けられる。全従業
者数は 16万 2,000人に達するが、その内訳は UKPILが 14万 8,000人、GLS

が 1万 4,000 人となっている。表 1に示される通り、前者のブランドとして、
Royal Mailと Parcel Force Worldwideが使用される。GLSはドイツ、フラ
ンス、イタリアに子会社を持つ。

2011年以降、Royal Mailの収益は改善傾向にあり、14年 3月末には 94億
5,600万ポンドであった。同様に営業利益も増加傾向をたどり、4億 3,000万
ポンドに達した。収益の内訳を見ると、小包・宅配部門 51%、書状 37%、そ
の他 12%となっている。
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図 1 　 Royal Mail Holdings の再編成
2012年3月まで

2012年4月以降

Royal Mail  Holdings plc 

Royal Mail  Group Limited Post Off ice Limited 

Royal Mail  Investments Limited Royal Mail  Estates Limited 

General Logist ics Systems B.V.

Post Off ice Limited Royal Mail Investments Limited Royal Mail  Estates 

General Logist ics Systems B.V.

Royal Mail  Group Limited

Royal Mail  Holdings plc 

　　　　　（出所）Royal Mail Group Limited［2013］p.3.

表 1 　 Royal Mail Group の事業部とブランド
事業部門 ブランド 会社名

UK Parcels, 
International & 
Letters（UKPIL）

イギリス

Royal Mail Group Limited
Royal Mail Estates Limited

Royal Mail Investments Limited

General Logistics 
Systems（GLS）

欧州

GLS German GmbH & Co. OHG
GLS France S.A.S.
GLS Italy S.p.A.

その他
施設経営

デザイン・コンサル
ケータリング・サービス

Romec Limited % owned subsidiary
NDC  Limited  % owned subsidiary
Quadrant Catering Ltd % owned associate

（出所）Royal Mail Group Limited［2013］p.64 の表に基づき筆者作成。
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(2) Royal Mailの株式売却
電子メールとインターネットの急速な普及によって、伝統的な郵便業務は衰

退傾向を示したことは周知の通りである。Royal Mailの財務状況は悪化して

いたが、その状況から脱却するために民営化が検討されることになった。2008

年と 2010年の 2回にわたって、フーパー委員会報告書が公表されたが、その

中で民間資本の導入が提案された1)。

Royal Mailの民営化を円滑に進めるために、次の 2つの条件が必要と考え

られた。1つは Post Officeの分離であり、もう 1つは年金基金の債務切り離

しである。Post Officeについては店舗閉鎖が続いているが、それついては後

述する。約 400億ポンドに達する年金の負債については、2012年に政府の管

理下で Royal Mail Statutory Pension Schemeが扱うことになった。それと

同時に、約 280億ポンドの年金資産も政府に移転された。

2013年 9月に、連立政権は株式の公開売却を通して民営化を進める決定を

下した。その準備のために目論見書が公表され、Royal Mailの抱えるリスク

要因や郵便業務の規制、政府との関係などの詳細が明らかにされた。売却の対

象となったのは従業員持ち株 10%と政府保有分 30%を除く 60%である。1株

あたりの販売価格は 330ペンスに設定された。10月の株式上場に際し、個人

では 7倍、機関投資家では 20倍の応募があり、売却収益は 19億 8,000万ポ

ンドに達した。株式の内訳は表 2の通り、個人 17%、機関投資家 43%の比率

となっている。

表 2 　 Royal Mail の株式所有

株主 株式
持ち株（百万） 所有比率

個人   %
機関投資家   %
従業員持ち株   %
政府保有   %
合計 %

　　　　　　　　（出所）Hough［2014b］p.8.

1) Hooper (et al)［2008］, Hooper［2010］.
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(3) 株式売却後のガバナンス
株式売却が実施された後、誰が Royal Mailのガバナンスを握るのかという

観点から、機関投資家の株主構成が注目された。2013年 10月の上場時にお
ける主要株主は 20社であったが、11月までに 4社は持ち分を増やし、7社が
すべての持ち分を売却し、4社が半分以下に減らした。14年 1月時点で 6社
が残り、全体で 12%のシェアであった。ヘッジファンドとみなされる株主は
4社で全体の 6%を占めていた。この中で、The Children’s Investment Fund

Management（以下、チルドレンズと略記）の持ち分が 4.58%となり、政府の
30%と従業員持ち株の 10%に続き、第 3位の座につくことになった。
株式が上場された以上、恣意的な操作ができるわけではないが、政府は長

期的な投資を継続する主体こそが大株主になるべきとの見解を持っていた。政
府と従業員の保有比率が 40%を占めているという点からは、Royal Mailのガ
バナンスが不安定化しているわけではないが、将来にこの比率は低下するかも
しれない2)。逆に、チルドレンズが株式を買い集める可能性もある。労働党は
2015年の選挙で政権復帰を果たしたならば、同社を再国有化すると明言して
いる。また、スコットランド政府はスコットランド地域だけで公有化に戻す見
解を表明しているのが実情である。

3 配達市場における競争導入

(1) 競争機会の創出と参入の可能性
Royal Mailの書状や小包は、基本的に図 2のような流れで発送元から受取

人に送られる。②の収集段階でポストや郵便局の窓口が受け付け場所になるこ
とは言うまでもない。新規参入者が配達市場に参入する場合、2つの手法があ
る。1つは「アクセス競争」であるが、参入者はアクセス料金を支払って Royal

Mailの施設を一部、利用することになる。もう 1つは図の①～⑦のすべての
業務を参入者自らが行う「エンド・トゥ・エンド競争」であるが、これは Royal

Mailとの間で利用者を奪い合う直接的な競争になる。
2) 政府保有の株式は上場から半年間は売却できない規定が作られたが、既にその期間を過ぎている

ので、政府はそれらを売却することができる。従業員に割り当てられた株式については、3 年が
経過した後に売却が可能になる。
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図 2 　配達市場のサプライチェーン

実際には、配達物は信書のような書状は少なく、商品カタログ、公的機関の

発行する請求書や領収書、またはビジネス文書が多い。それらは大量発送する

ケースが多いので、ポストに投函することは手間になる。新規参入者が発送元

へ出向いて、それらの配達物を自ら収集する方が、両者にとって合理的である。

また、eコマースの定着により、インターネットで注文する商品の発送が急増

している。ビジネス・モデルとしては「クリック・アンド・コレクト」と呼ば

れるが、受取人は注文後、タイムラグを感じない程度での配達を望んでいる。

新規参入者はそのようなニーズに対応することを目指しているので、当然

のことながら過疎地よりも都心部に拠点を置くことが多い。地方自治体の発送

する文書類は配達先が特定の地域に限定されるので、参入者にとっては魅力が

ある。とりわけ、人口密度の高い都市は有力な候補地となる。欧州のように広

域経済圏が成立しているところでは、他国へ配達される書類や商品も多いため

に、必然的に参入者はグローバルな経営スタイルの事業者が優位性を持つ。

(2) オランダ TNTの参入
参入者は主として、eコマースで注文された商品や地方自治体及びエネル

ギー会社が個別に送付する文書の他、B2Bの書類を配達する業務を行ってい

る。2011年のイギリス配達市場における主要事業者の売上高とそのシェアは

表 3の通りである。

郵便市場の完全自由化後に Royal Mailに対する効果的な競争者となってい

るのは、オランダ TNTグループの子会社 TNT ポストである。TNT グルー

プはオランダの郵便会社であるが、2011年に郵便部門 PostNLと宅配部門の

TNTエクスプレスに再編成された。他国で業務を行う時には、TNT ポスト
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表 3 　イギリス配達市場における事業者の売上高（2011 年）
企業名 売上高（百万ポンド） シェア
Royal Mail  ,  . %
TNT UK      . %
UPS UK      . %
Yodel      . %
UK Mail      . %
Geopost UK      . %
City Link      . %
Hermes UK      . %
Fedex UK      . %
DHL Express      . %

合計 , . %

　　　　　 　（出所）Consumer Focus［2013］p.9 の表に基づき筆者作成。

の名称を使用してきたが、2014年に各国でのブランド力をつけるために、イ

ギリスでは whistl、ドイツとイタリアでは、それぞれ Postcon、Nexiveとい

う新しい社名に変更した3)。

Royal Mailが全国に 11万 5,000本のポストを設置しているのに対して、新

規参入者である whistlはポストを持っているわけではない。理論上、Royal

Mailにアクセス料金を支払って、ポストと仕分け施設の一部を使用すること

はできるが、最終料金を抑制する方針から、2012年にエンド・トゥ・エンド

競争を選択した。whistlのビジネス・モデルは、特定の企業や公的組織と契約

して、戸別配達を行うものである。いわゆる B2Cであるので、ポストを介さ

ずに収集できる。

ユニバーサル・サービス・プロバイダーである Royal Mailは全国で 2,900

万の宛先に、週 6回の頻度で配達している。参入者の whistlは 2012年にロ

ンドンで実験的に参入し、現在はマンチェスターとリバプールにまで業務を拡

張している。3都市の配達先数は 120万軒で、そのシェアは 0.4%に過ぎない。

3) whistl の社名は「ホイッスルを吹く」という意味の whistle から決められたが、新しい市場で
活発に動き、「ノイズ音を出す」というニュアンスも入っている。それとは対照的に、「口笛を吹
く」ように利用者に楽しい気分を味わってもらうという狙いも込められているようである。スペ
ルの最後の「e」はロゴとして「i」の上部の「・」部分に充てられているが、それは口笛を吹く
「口」として描かれている。
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しかし、whistl によれば 2017年にはシェアを 42%にまで引き上げるという計

画が出されている。主要な契約先は地方自治体、金融機関、エネルギー会社な

どであるので、人口密度の高い大都市圏をターゲットにしていることは言うま

でもない。

ロンドンに次ぐ大都市はバーミンガムであるが、whistlが参入するエリア

としては含まれていない。その理由は、人口密度の点で優位性がないと判断し

たと考えられる。表 4で見ると、マンチェスターとリバプールは人口では両都

市の合計でもバーミンガムの 103万人を下回るが、各々の人口密度はバーミン

ガムよりも高くなっていることがわかる。配達手段として、戸別配達について

はバン・タイプの自動車か自転車が中心となるが、燃料費と人件費のいずれか

らもマンチェスターとリバプールの方が魅力のある市場とみなされる。更に、

マンチェスターは国内で人口成長率が最も高い都市として注目されている。

表 4 　イングランド中西部 3 都市の人口・面積比較
都市名 / 都市圏 人口　（千人） 面積　（km ） 人口密度　（人）

バーミンガム ,   ,
 広域　ウェスト・ミッドランズ ,   ,
マンチェスター     ,
 広域　グレーター・マンチェスター , , ,
リバプール     ,
 広域　マージーサイド ,   ,

　（出所）Office for National Statistics 公表資料に基づき筆者作成。

4 郵便局窓口業務の存続可能性

(1) Post Officeの組織と業務
郵政事業において Royal Mail が配達業務を担ってきたのに対して、Post

Officeは窓口業務を行ってきた。Royal Mailは前述の通り、2013年 10月に

株式売却に踏み切ったが、Post Officeは分離された上で、まだ政府の所有下に

置かれている。郵便市場の自由化に伴い、窓口業務でも効率性の追求が大きな

課題となっているが、Post Officeは全国大のネットワークを維持する役割を

担っているので、安易に店舗を閉鎖できないというジレンマに直面してきた。
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Post Officeの組織は図 3のようにシンプルである。主要業務は、①郵便と

小売り業、②金融関連サービス、③行政サービス、④テレコムに区分される。

それらの業務別の収益は表 5に示される通りである。2012年度の収益は 12億

3,400万ポンドであるが、2億 1,000万ポンドの政府補助金が含まれている。

それを除くと、郵便と小売り業 40%、金融関連サービス 28%、行政サービス

16%、テレコム 12%、その他 4%の構成比となる。近年、金融関連サービスが

好調である。

2002年から隣国のアイルランド銀行とのジョイント・ベンチャーにより、

First Rate Exchange Services Holdings Limitedを設立し、為替取引や海外

送金、クレジット・カードなど、新たなサービスを充実させている。Post Office

図 3 　 Post Office の組織

Post  Off ice L imi ted 

Firs t  Rate Exchange Serv ices Hold ings Limi ted

(Joint  Venture wi th Bank of  I reland)

Post  Off ice Management Serv ices Limi ted

Firs t  Rate Exchange Serv ices Limi ted

（出所）Post Office Ltd.［2013］p.42.

表 5 　 Post Office の業務別収益（2012 年度）
収益（百万ポンド） 直接費用（百万ポンド） 純収益（百万ポンド）

郵便と小売り業       
金融関連サービス       
行政サービス      
テレコム       
その他       
小計 ,   

ネットワーク補助金     
合計 , ,

（出所）Post Office Ltd.［2013］p.69.
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は国有企業であるが、他国の銀行と協力関係を強化している点は注目される4)。

政府のフロント・サービスとして、パスポートの更新手続きや駐車違反の罰

金、混雑税の支払いなどが含まれる。一部の郵便局では、釣りを楽しむための

フィッシング・ライセンスなど、地域性の強い商品も取り扱っている。窓口業

務で提供されているサービスを細分化すると、実に 170にも及ぶ。

(2) Post Officeの店舗閉鎖
Post Officeの店舗数は表 6の通り 1980年代以降、一貫して減少傾向をた

どっている。最盛期の 1964年には 2万 5,000にも及んだが、それと比較する

と現在は半数以下の 1万 1,696になってしまった。郵便局数の減少は、電子

メールの普及に伴う郵便物の減少のみならず、デジタル化に伴う他の業務の変

容にも起因している。過去に Post Officeは公共料金の支払いと年金や福祉手

当ての受け取り窓口としても重要な機能を持っていたが、それらは銀行やイン

表 6 　 Post Office の店舗数推移
年 直営店 委託店 その他 合計
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（出所）Hough［2014a］p.8.

4) Post Office は過去に Giro Bank という銀行部門を保有していたが、1990 年に分離・売却し
た。従って、金融関連サービスに関するノウハウは持っていたと判断できる。
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ターネットで対応できるようになった。全国レベルの週あたりの来店者数は

2005年に 2,800万人であったが、現在は 1,800万人にまで減少している。

2013年 3月の従業者数は 7,886人で、その中で直営店（Crown Post Office）

に属すのは 4,511人である。現在、存続する 1万 1,696店舗のうち、直営店は

都市部における 350店に過ぎない。約 1万店については、Co-op、Spar、WH

Smithなど小売り業者に委託したフランチャイズ店と個人経営の民間受託郵便

局（Subpostmasters）である。その他の約 1,000店については、過疎部の集

落で特定日の一定時間のみ開業するパートタイム型店舗や、地域の集会所など

を借りて近隣郵便局から出張して営業するサテライト型、移動可能なバン・タ

イプの自動車によって業務を行うモバイル型が含まれる。

(3) 「相互扶助」による店舗維持
2000年以降、Post Officeは赤字状態にあり、実質的に政府からの補助金

に依存している。政府は 2007年に、約 2,000局の閉鎖を提案し、総数で 1万

2,000ほどに減らす計画を明らかにした。これは民間銀行の大通りに面した主

要な店舗が、1万 1,000に及んでいる点を参考にして導き出された数字である。

そのようなドラスティックな提案をしながらも、同時に政府は郵便局のアクセ

スに関して、以下のような一定の基準を明示している5)。

　①全国で人口の 99%が 3マイル以内で郵便局を利用できるようにする。

　②全国で人口の 90%が 1マイル以内で郵便局を利用できるようにする。

　③都市部の貧困地域で人口の 99%が 1マイル以内で郵便局を利用できるよ

うにする。

　④都市部全体で人口の 95%が 1マイル以内で郵便局を利用できるようにする。

　⑤過疎部全体で人口の 95%が 3マイル以内で郵便局を利用できるようにする。

　⑥郵便番号地域の人口の 95%が 6マイル以内で郵便局を利用できるように

する。

このように利用者保護の視点が尊重され、明確な指針が策定されていたの

で、店舗閉鎖は続いているが、一定の歯止めがかけられたと言える。その後、

5) Hough［2014a］p.3.

— 176 —



野村：イギリスにおける郵政改革の実態と課題

店舗閉鎖に対する本格的な対策として、「相互扶助」（mutualisation）がキー

ワードとして提案された。2011年 6月に「郵政サービス法」（Postal Services

Act 2011）が制定され、Post Office の所有権を相互扶助に基づく適切な運営

主体（a relevant mutual）に移転することが認められた。そのような方針が明

確化され、「コミュニティ・ショップ」（community shop）を通したサービス

維持が可能になった。赤字から脱却できない場合や、後継者探しの点で行き詰

まっている場合に、相互扶助の観点から地元コミュニティが救済することで、

郵便事業を新たな形態で残すことができる。

円滑な店舗引継ぎができるように、2003年～11年までは「ネットワーク補

助金計画」として、年間 1億 5,000万ポンドが支出されてきた。政府は 10年

11月に、11年～15年に 13億 4,000万ポンドの基金を支出し、郵便局の存続を

支援する計画を公表した。12年 10月には「ネットワーク転換計画」（Network

Transformation programme）が発表され、Post Officeを大規模な「POメイ

ンズ」と小規模な「POローカルズ」に区分して、一層効率的なサービス提供

ができるようにしようとした。POメインズを 3,000～4,000店、POローカ

ルズを 4,000～5,000店にする計画であった。更に、「コミュニティ支店基金」

（Community Branch Fund）を創設して、インターネットによる情報提供と

店舗開設を支援する態勢を整えている6)。

(4) 教会内での Post Officeの維持
現実問題として、銀行が立地していない過疎地が多い点や、インターネッ

トの操作に不慣れな高齢者も少なくない点から、コミュニティ・ショップとい

う新たな形で郵便局業務を継承することは望ましい。更に、人口密度の低い町

でも年金受給者が存在する点を考慮すると、店舗閉鎖は可能な限り抑制するこ

とが求められている。しかし、Post Officeと民間受託郵便局との間の契約は、

個別の事情が反映されるために複雑な内容にならざるを得ない。民間受託郵便

局長全国同盟（National Federation of SubPostmasters：NFSP）も組織化さ

6) 売却対象となっている物件を斡旋する専門のブローカーや、社会的企業として存続させる手法を
指導するコンサルも出現している。
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れ、安定経営を志向してきたが、近年、その運営が極めて困難となっている。

Post Officeの店舗閉鎖が議論される中で、地域社会に郵便局を残すために地

元の教会が支援に動いた事例をあげることができる。これは過疎地ではなく、

大都市圏ロンドンの住宅地、ウエスト・ハムステッドの教会である。セント・

ジェームス教会（St James’ Church）の牧師（Revd Andrew Foreshew-Cain）

は、地元の郵便局長の退職に伴い、地域から郵便局がなくなることを避けるた

めに、教会の一部を改造して店舗にする構想を描いた。工事着工に至るまで、

Post Officeをはじめ、地元自治体、教会関係者との協議を重ね、発案からお

よそ 2年後の 2014年 8月に店舗を開業するに至った。

資金源は公表されていないが、前述した「コミュニティ支店基金」を申請

した事実は明らかにされていない。ホームページ上では、教区の教会協議会

から支援を受けたことが記されている（With the support of the Parochial

Church Council, a business plan was prepared for the Post Office, followed

by a lengthy and in depth interview presentation.）7)。このように公的サー

ビスを提供する郵便局が教会内部に設置されたのは、イギリスで初めてのこと

である。店内（教会内）にはカフェとショップが併設されているのに加えて、

幼児が室内で遊ぶことのできるコーナーも備え付けられている。このように郵

便局が地域社会密着型のスペースに組み込まれた点は、今後の改革を進める上

で参考になる。

5 郵便・物流市場の競争移行に伴う課題

(1) 競争監視と利用者保護
郵便市場に自由化を適用する政策は、EUレベルで 1990年代から検討され、

97年の第 1次指令、2002年の第 2次指令、08年の第 3次指令に基づき、段階

的に市場開放が推進された。2010年から加盟 16カ国が完全自由化を実現し、

12年にはすべての加盟国で自由化が達成された。この間、EU議会と理事会

が制度設計に尽力したが、運用に関しては域内市場サービスを担当する部署が

7) 原文は以下を参照。http://www.thesherriffcentre.co.uk/about-us/
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あたっている。競争監視については、大きな問題が起こらない限り、基本的に

は加盟国の競争政策当局が担当する。

イギリスでは競争市場総局（Competition and Markets Authority）が独

禁政策の立場からの監視役としての機能を持っているが、この組織は全産業

をカバーするところである8)。消費者保護の立場から活動を続けているのは、

Consumer Futuresという組織である。過去に、National Consumer Council

や Consumer Focusという名称で活動してきたが、郵便分野でも積極的にデー

タを収集して多くの報告書を公表してきた。郵便市場専門の監視機関としては、

OFCOMと呼ばれる独立規制機関が存在する9)。OFCOMはエンド・トゥ・

エンド競争やアクセス料金を監視することにより、利用者保護の立場から様々

な提言を行っている。それ以外に、Royal Mailと Post Officeの財務状況や組

織形態を中心に調査する組織として、会計検査院（National Audit Office）も

重要な役割を果たしている。

これまでの規制機関の役割は Royal Mailの民営化と Post Officeの店舗閉

鎖に焦点があてられてきた。今後、再編成後の Royal Mailが新規参入者とど

のような競争を展開するべきか、あるいは Royal MailのM&Aが市場支配力

の観点から問題が生じていないかなどを検証する作業も増えてくるであろう。

また、Post Officeに関しては政府の補助金支出が妥当であるのか、過疎部の

利用者に不利益を与えないように、公的サービスへの支援策はどうあるべきな

のかなどについて提言していく必要がある。

(2) 競争対応を意識した経営戦略
Royal Mailの取締役会は 11名から構成されている。表 7から明らかなよ

うに、ほとんどのメンバーが 2009 年～10 年に、親会社である Royal Mail

Holdingsに着任している。これは前述したフーパー委員会報告書が公表され

た時期と符合する。この点から、民営化後の経営に寄与できる人材が既に指名

8) 2013 年 10 月に競争委員会（Competition Commission）と公正取引庁（Office of Fair

Trading）が統合され、14 年 3 月から本格的な業務が開始されている。
9) 母体は電気通信庁（OFTEL）であるが、2011 年から郵便委員会（Postcom）の機能を吸収

して、役割が拡充された。
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されていたものと判断できる。着任以前のキャリアを見ると、多くの取締役が

複数の企業での実績を積んできている。業種は製造業、物流業、銀行・保険の

他、電力や水道などの公益企業など、まちまちである。注目さるのはカナダの

郵政公社の総裁を務めた経験者が、最高経営責任者に就いている点である。

郵便市場は ICT技術の発展に伴い大きな変革に直面してきた。とりわけ、

インターネットの普及が産業融合化を加速化させ、物流市場や金融市場におけ

るビジネス・チャンスを拡大している。Royal Mailの経営陣はチームとして

競争環境に対応できるように、民間企業で経験を積んできた人材を集めたこと

がわかる。郵便市場が他業種と融合化している現実を考慮すると、このような

多様な人材を経営者層にそろえることは重要であろう。一見すると統一性がな

いように思えるが、それぞれが会計や財務、マーケティングなど、今後の新会

社の収益を確保する点で貢献できる人材である。

しかし、欧州における他の国有郵政事業者が 2000年代初めには競争対応型

の経営戦略を展開していたのと比較すると、Royal Mailは 2012年の再編成後

になったため、大幅に出遅れたと言わざるを得ない。とりわけ、物流部門に属

す企業のM&Aで急成長しているオランダの TNTグループやドイツのドイッ

チェ・ポスト DHLのグローバル化に追随するには、相当な努力が求められる。

両社は後述するように、大型機を利用した国際便から最新技術を搭載した輸送

手段での地域内配達まで、効率性を追求しながら市場開拓を続けている。

(3) ビジネス・モデルの転換
郵便事業は伝統的に労働集約的と考えられてきたが、それは信書を中心とす

る書状配達を捉えた表現である。もちろん製造業のように技術革新の導入が売

上高や費用削減に大きな効果をもたらすとは考えにくいが、郵便・物流市場に

おいて、いくつかの変革が見られるのも事実である。

まず第 1に、「クリック・アンド・コレクト」に対応できる設備が必要にな

る。一般的には、鉄道駅やスーパーなどの商業施設にコインロッカーのような

大型ボックスが設置され、バーコード読み取り機とカード決済機が併設される。

これは発送時にも使えるので利便性は高い。また、不在時の再配達という手間
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が省けるので、輸送コストと人件費を抑制できる。事業者によって、ネーミン

グは異なるが、スマートボックス、パックステーション、アマゾンロッカー、

バッファーボックスなどが知られている。

第 2に、国際市場を対象とする以上、航空機を保有することが不可欠となっ

ている。それに伴って貨物基地を備えた空港を利用することになる。オランダ

TNT エクスプレスは 37機、ドイツのドイッチェ・ポスト DHLは 25機の自

社機を活用している10)。前者はベルギー・リェージュ、後者はドイツ・ライプ

チッヒをハブとして、国際貨物を効率的に輸送している。このような大手物流

企業は、他社への委託や倉庫管理も含めたロジスティックス業務を効率的に行

うことができる。

第 3に、配達手段として新しい機器を導入している点があげられる。これ

はメディアが注目することによる PR効果を狙っている面もあるが、whistlの

「エアウィール」は都心部で交通渋滞に巻き込まれない乗り物として注目をあ

びている。また、ドイッチェ・ポスト DHLは実験的に「パーセルコプター」

という独自の「ドローン」を用いて、ドイツ北部の離島に医薬品を運んでいる。

いずれも小型機械であるのでコストは高くない11)。

これらの 3点のすべてに関して、Royal Mailの取り組みは遅れている。これ

は前述した競争対応型の経営陣がそろったのが 2010年であり、組織再編成が

完了したのが 2012年であったことと無関係ではない。オランダ TNT グルー

プやドイッチェ・ポスト DHLの他、アマゾンやグーグルのような世界的な規

模で成長している企業とも競合関係に立っている以上、国有時代の郵便・小包

配達からビジネス・モデルを速やかに転換し、独自の強みを発揮できる分野を

開拓する必要がある。

10) TNT エクスプレスは BAe146-200/300 QT を 16 機、B737-300 SF/400 を 13 機など、
ドイッチェ・ポスト DHL は B757 を 11 機、A300-600 を 14 機、保有している。

11) 紙幅の制約からそれぞれの写真は割愛するが、両社のホームページ上で確認できる。共通してい
るのは低炭素社会の実現に適っているという点である。
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6 結び
イギリス郵政改革では、Royal Mailについては宅配・物流市場において成

長する潜在力があるので、株式売却を通した民営化に踏み切った。Royal Mail

を民間企業に移行させ、グローバル化している物流市場で国際競争力をつける

ことが意図された。それに対して、Post Officeには投資家を惹きつけるだけ

の魅力が少ないという理由から、国有状態が維持されている。しかし実際に

は、民間のスーパーや小売りショップに運営を委託しているだけではなく、資

産の売却も認められているので、広義の民営化を適用したことになる。

国有企業の再編成を進める過程において、Royal Mailと Post Officeを分

離する措置が講じられたが、この点についての評価は分かれるところである。

Royal Mailの効率性追求を徹底的に推進する点にプライオリティを置くので

あれば、両組織の別会社化が必須となる。逆に、内部相互補助を継続するため

には、配達部門と窓口部門を同一組織下に置いておく必要がある。わが国で

も、この点について議論を重ねた結果、法律改正により配達業務と窓口業務を

統合した経緯がある。

欧州レベルで郵便・物流市場を捉えると、郵便事業者が配達市場で生き残

るのであれば、地理的市場の拡大と宅配市場へのシフトに対応する必要性が高

いことが明らかになる。既に、多数の宅配事業者が存在するので、後発の日本

郵便はフォロアーになるが、全国のネットワークを既に持っている点では強み

がある。今後は、ICTをうまく取り込んだ上で、簡明な料金体系を作り、リ

ピーターを生み出す営業力が求められる。アジア・オセアニアでグローバル化

を狙った国際M&Aも動き始めているが、長期的に利益を生み出せるのかを

判断することが重要である。そのためには取締役クラスに様々な分野で経験を

積んだ、国際的な知見を持った人材が不可欠である。

窓口業務については、いずれイギリスのように採算性を基準に、日本郵便

が維持する店舗と外部に委託する店舗を区別しなければならない状況に至る

可能性もある。わが国ではコンビニがコミュニティ・ショップの機能を果たし

ているので、イギリス型の改革を進める必要はないという意見もあるだろう。

しかし、コンビニは純民間企業であり、地域活力の振興を最優先するコミュニ
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ティ・ショップとは拠り所となる発想がまったく異なる。コンビニ形態では商

品の売上げが伸び悩み、不採算経営に陥った段階で、フランチャイズ契約は破

綻し、即座に店舗閉鎖を決定するであろう。今後、地域密着型の郵便事業を模

索しているイギリスのように、地元自治体を中心とするステークホルダーが協

力して、利用者の利便性を損なわない運営手法を考慮しなければならない。

＜付記＞本稿は一般社団法人・通信研究会の資金、及び関西学院大学産業研究所・共同
研究プロジェクトの支援に基づく研究成果の一部である。
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